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	2024年2月28日付の政令は、零細企業、中小企業、大企業または企業グループの規模基準の見直しに関し、欧州指令2023/2775をフランス法に移管するもので、基準値の25％上方修正は、インフレを考慮したものです。
	2024年2月28日付政令第2024-152号は、欧州議会および欧州理事会指令2013/34/EU号（いわゆる会計指令）を改正する2023年10月17日付欧州委員会委任指令第2023/2775号をフランス法に移管することにより、企業および企業グループのカテゴリーを定義する売上高および総資産額の基準値を修正するものです。
	これらの閾値により企業および企業グループの規模が定義され、特に決算書の作成や監査義務の判断の基準になります。
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